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令和 2年度厚生労働科学研究費補助金 エイズ対策政策研究事業 

「HIV感染者の妊娠・出産・予後に関する疫学的・コホート的調査研究と情報の普及啓発法の開発 

ならびに診療体制の整備と均てん化に関する研究」班 

分担研究報告書 

 

研究分担課題名：HIV 感染妊娠に関する研究の統括と成績の評価および妊婦の HIV 感染に関する 

認識度の実態調査」 

 

研究分担者：喜多恒和  奈良県総合医療センター 

周産期母子医療センター兼産婦人科、センター長兼統括部長 

研究協力者：宮木康成  医療法人緑風会三宅おおふくクリニック 院長 

            Medical Data Labo 代表 

   佐道俊幸  奈良県総合医療センター 産婦人科 部長 

多田和美  独協医科大学医学部・大学院 産婦人科学講座 講師 

      石橋理子  奈良県総合医療センター産婦人科 医長 

      吉野直人  岩手医科大学微生物学講座感染症学・免疫学分野 准教授 

      杉浦 敦  奈良県総合医療センター産婦人科 副部長 

      田中瑞恵  国立国際医療研究センター小児科 医員 

      山田里佳  JA 愛知厚生連 海南病院産婦人科 外来部長 

      定月みゆき 国立国際医療研究センター産婦人科 産科医長 

      大津 洋  国立国際医療研究センター 臨床研究センターサイエンス部  

臨床疫学研究室長 

桃原祥人  JA とりで総合医療センター産婦人科 部長 

      外川正生  大阪市立総合医療センター小児総合診療科・小児救急科 部長 

戸谷良造  和合病院 副院長 

      塚原優己  国立成育医療研究センター周産期・母性診療センター産科 診療部長 

      和田裕一  宮城県産婦人科医会 理事 

研究補助員：榎本美喜子 奈良県総合医療センター産婦人科 

 

研究要旨： 

各分担研究の進捗状況を分担研究者間で相互評価し、各研究分担の研究計画を適時修正した。ホ

ームページの継続的運営によりマニュアル・ガイドラインや学会発表スライドの公開および社会的

情報の拡散を行い、医療従事者および国民の HIV 感染妊娠に関わる認識と知識の向上を図った。

HIV スクリーニング検査の偽陽性にかかわる妊婦の混乱を回避するために、医療機関に受診する妊

娠初期の妊婦を対象に、HIV スクリーニング検査に関する基礎知識とスクリーニング検査が陽性で

あった場合の反応についてアンケート調査を行った。過去 4 年間のアンケート調査結果から、妊婦

の知識レベルは非常に低いことは判明しており、リーフレットや小冊子の配布などによる情報提供

等、何らかの介入が必要であろうことが推察されている。令和 2 年度では大学病院 1 か所、公的病

院 2 か所、市中病院 1 か所、有床診療所 2 か所の定点施設および奈良市内の有床診療所 5 か所の妊

婦を対象とし、妊娠初期妊婦に A3 折込型リーフレット「クイズでわかる性と感染症の新ジョーシキ」
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を配布し、通読を促したうえでアンケート調査を行った。リーフレットを読んでいたのは、定点施設

では 45.0％、奈良市内有床診療所では 82.4％で、共にそのうちの 90％以上の妊婦がリーフレット内

容を 50％以上理解できていた。近年の梅毒患者の増加や梅毒感染妊婦の治療効果および風疹ワク

チンの効果を問う設問に対しては、80％以上の正答率を示したことから、妊婦はこれらの知識をす

でに持っていたのか、リーフレット配布の効果であるのかは確認が必要である。しかしながら、HIV

スクリーニング検査の偽陽性について知識があるものは定点施設で 6.6％、奈良市内有床診療所で

も 5.9％にとどまり、過去 4 年間の定点調査の結果と比べて上昇は認められなかった。この原因は、

リーフレット通読前の知識を確認するような設問文にあると推測され、2021 年度に修正すること

とした。さらにスクリーニング検査で陽性と告げられた際に、50％以上が非常に動揺すると回答し、

本アンケートを行うことで HIV 母子感染について 95％以上があらたな知識を得たと回答したこと

から、HIV スクリーニング検査に関する妊婦の知識レベルは非常に低いと考えられ、妊婦へのリー

フレット配布などによる教育効果が期待できることを示している。そして HIV 感染に関するリー

フレットや小冊子などの配布という情報の普及啓発法の開発により医療従事者や一般国民へ介入

することが、国民全体の知識レベルの向上につながることをアンケート調査の継続により検証でき

ると考えられた。 

 

 

A.研究目的 

1．各分担研究の進捗状況を分担研究者間で相

互評価する。 

2．ホームページの継続的運営により研究成果

を公開する。 

3．HIV スクリーニング検査の偽陽性にかかわ

る妊婦の混乱を回避する適切な対策を提案す

る。 

 

B.研究方法 

1．研究分担者相互による研究計画評価会議や、

研究協力者も加えた研究班全体会議を適時行

い、各研究分担の進捗状況と成績を相互評価し、

年度ごとあるいは年度にまたがる研究計画の

修正を行った。 

2．ホームページの継続的運営により研究成果

や最新情報を公開することで、HIV 感染妊娠に

関わる国民の認識と知識の向上に寄与した。 

3．地域や医療レベルの異なる分娩取り扱い施

設の妊婦に対し、A3 折込型リーフレット「クイ

ズでわかる性と感染症の新ジョーシキ」を配布し、

通読を促したうえで HIV 感染に関するアンケー

ト調査を実施した。アンケートでは偽陽性に関

する理解度など妊婦の知識レベルの変化を把

握し、教育啓発活動に資することとした。妊婦

アンケート調査の対象施設は、①大学病院；獨

協医科大学病院（栃木県）、②公的病院；奈良

県総合医療センター（奈良県）・都立大塚病院

（東京都）、③市中病院；成増産院（東京都）、

④有床診療所；松田母子クリニック（埼玉県）・

伊東レディースクリニック（大分県）の定点 6

施設および奈良市内の有床診療所 5施設とした。

定点施設はすべて研究分担者あるいは研究協

力者が所属する施設とした。資料 1 に妊婦への

アンケート調査依頼文を、資料 2 にアンケート

調査回答用紙を、資料 3 に妊娠初期健診時に事

前配布したリーフレットを示す。 

（倫理面への配慮） 

当班の研究では HIV 感染に関わる産科医療

と小児医療および社会医学の中で行われるこ

とから、基本的に「倫理面への配慮」は欠くべ

からざるものである。細心の注意をもって対処

した。調査研究においては、平成 29 年 2 月改

正告示の文部科学省・厚生労働省「人を対象と

する医学系研究に関する倫理指針」を遵守しプ

ライバシーの保護に努めた。 
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C.研究結果 

1．研究代表者、研究分担者およびアドバイザー

による研究計画評価会議および研究班全体会

議は、それぞれ年 2 回開催した。令和 2 年度は

それぞれ 5 月 23 日（土）と 12 月 11 日（金）お

よび 7 月 19 日（日）と 2021 年 3 月 13 日（土） 

に、すべてウェブ会議として開催した。各研究

分担の研究計画を再検討し、これを修正した。

産科・小児科班による HIV 感染妊娠の発生に関

する全国調査や報告症例のデータベースの管

理を IT 化し、データの共有化と解析の迅速化

を目指した。 

2．ホームページの運営では、「HIV 感染妊娠に

関する診療ガイドライン」2017年度初版や「HIV

母子感染予防対策マニュアル」2018 年度第 8 版

をはじめ、A3 折込型リーフレット「クイズでわ

かる性と感染症の新ジョーシキ」2019 年度版や

小冊子「HIV や梅毒をはじめとする性感染症のす

べてが簡単にわかる本」2020 年度版などの教育啓

発資料、さらに研究報告書や各種学会発表スラ

イド、社会的最新情報なども掲載した。さらに

ホームページの閲覧状況を毎月経時的に把握

し、掲載内容の更新と閲覧数の変動を解析する

ことにより、ホームページの啓発効果を検討し

た（資料 4）。閲覧数は月間 2000 前後で推移し

ており、Q&A のコーナーが約 70％以上を占め、

次いでガイドライン・マニュアル・リーフレッ

トと HOME のコーナーが 10％前後で多く、資

料ダウンロードや研究報告書のコーナーの閲

覧数は少なかった。新情報の掲載による閲覧数

の変動は明確ではなかった。 

3．妊娠初期の妊婦を対象とした HIV スクリー

ニング検査に関するアンケート調査の令和 2 年

度の結果は、定点施設を表 1 に、今年度初めて

行った奈良市内の有床診療所を表 2 に示した。

今年度はリーフレットの事前配布やアンケー

ト調査内容の追加や新型コロナ対策などの諸

事情により、調査回答期間が 1 か月程度となっ

たため、定点施設では 121 例と十分な回答数が

得られなかったが、奈良市内有床診療所におい

ては迅速な協力が得られ、119 例と年間分娩数

に見合った回答数を得ることができた。解析結

果では、定点と奈良市内でそれぞれ、HIV が母

子感染することを知っていたのは 83.5％と

81.5％であったものの、スクリーニング検査を

妊婦健診で行うことを知っていたのは 54.5％と

56.3％で、さらにスクリーニング検査が陽性で

あっても、95%以上は偽陽性であることを知っ

ていたのは、たった 6.6％と 5.9％であることが

判明した。スクリーニング検査が陽性であった

場合、確認検査結果が出るまでの 1 週間は非常

に動揺すると回答したのが 52.9％と 55.6％にお

よび、今回のアンケート調査により知識が増え

たと回答したのが 95.9％と 98.3％もあった。ま

た定点施設においては、これまでの 4 年間の調

査結果と比較しても、大きな変動はなく、特に

スクリーニング検査偽陽性の認識率は、リーフ

レットを事前配布したにもかかわらず改善が

認められなかった。さらに、過去にも同様のア

ンケート調査を受けた妊婦は 1 例のみで、ほと

んどが初回回答であったことも確認した。今年

度のアンケートではリーフレットの事前配布

に関する設問を追加した。その結果、アンケー

ト前にリーフレットを読んでいたのは、定点で

45.0％（未配布修正後 65.1％）、奈良市内で

82.4％もあり、既読者のうち理解度が 50％以上

と回答したのは定点・奈良市内共に 90.8％と高

率であった。近年の梅毒患者の増加や梅毒感染

妊婦の治療効果および風疹ワクチンの効果を

問う設問に対しては、80％以上の正答率を示し

た。 

 

D.考察 

1．本研究班では、全国の産科・小児科を標榜す

る多数の医療施設を対象とした疫学調査とそ

の解析を骨幹としている。さらに HIV 感染女

性を対象としたコホート調査やアンケート調

査も行い、医療者向け診療ガイドラインや母子

感染予防対策マニュアルの策定・改訂、さらに
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は HIV をはじめとする性感染症の情報を提供

するリーフレットや小冊子の刊行などの国民

への教育啓発法の開発も行っている。研究分担

班内での研究推進のみならず、研究計画評価会

議による研究分担者間での軌道修正は、各分担

研究課題の完遂と成果をより高めることに有

効であったと考える。 

2．本研究班の活動内容を適時公開することは、

国民への教育啓発に直結することから、各種の

情報掲載による HP の更新を頻回に行い、閲覧

者の最も多い入り口である Q&A コーナーの改

訂と内容追加、他の関連学会や団体の HP との

リンクなどが必要である。HP の認知度が上昇

し閲覧数が増加すれば、その変動の解析は、情

報発信の効果を検証できると推測されること

から今後積極的な解析を進める予定である。 

3．妊婦へのアンケート調査から、妊婦の HIV

感染に関する知識レベルは経時的にも地域的

にも非常に低いまま経過している。しかしリー

フレットの配布を伴うこのアンケート調査は、

妊娠女性への教育啓発として意義あるものと

考えられる。したがって定点調査施設やその周

囲の分娩取扱施設において、妊娠初期妊婦にリ

ーフレットなどを配布することで、妊婦の知識

レベルの向上に寄与できると考える。さらにア

ンケート中の設問文を修正し、リーフレットの

配布効果を正確に検証できるよう検討する。ま

た、近年の梅毒患者の増加や梅毒感染妊婦の治

療効果および風疹ワクチンの効果を問う設問

に対しては、80％以上の正答率を示したことか

ら、妊婦はこれらの知識をすでに持っていたの

か、リーフレット配布の効果であるのかは確認

が必要である。 

 

E.結論 

研究代表者、研究分担者およびアドバイザー

による複数回の研究計画評価会議により、研究

計画の修正と確実な研究遂行が可能となった。

しかしながら、妊婦においては HIV 感染妊娠に

関する知識レベルは低く、ホームページの充実

や若者向けのリーフレットや小冊子の発行な

らびに SNS やマスコミの活用などによる情報

伝達効果の向上を図る必要がある。より適切で

有効な教育啓発法の開発とそれらの効果の検

証が必要であると考えられた。 

 

G.研究業績 

著書 

1. 白野倫徳、山田里佳、喜多恒和：産科編 Ⅱ.

妊娠関連疾患 HIV 感染症．臨床婦人科産

科 2020 増刊号 産婦人科処方のすべて

2020 症例に応じた実践マニュアル  医学

書院 東京 pp288-290, 2020 

2. 喜多恒和：E．女性医学 6.感染症 5）STI

（5）HIV．産婦人科専門医のための必修知

識 2020 年度版（編集・監修 公益社団法

人日本産科婦人科学会） 株式会社杏林舎 

東京 ppE88-E90, 2020  

3. 佐道俊幸：B. 周産期 7.合併症妊娠 3）

血液疾患合併妊娠．産婦人科専門医のため

の必修知識 2020 年度版（編集・監修 公

益社団法人日本産科婦人科学会） 株式会社

杏林舎 東京  ppB103-B105, 2020   

4. 田中瑞恵：小児の HIV 感染症．今日の小児

治療指針第 17 版（水口雅編） 医学書院 

東京 pp.330，2020 

5. 田中瑞恵：HIV 感染症．小児感染免疫学（一

般社団法人日本小児感染症学会編） 朝倉

書店 東京 pp.534-541，2020 

6. 外川正生：HIV 陽性の母親から生まれた児

に対する予後管理．HIV 感染症「治療の手

引き」日本エイズ学゙会 （HIV 感染症治療委

員会 編）日本エイズ学゙会 HIV 感染症治療

委員会 東京  pp.34-35，2020 

7. 田中瑞恵：小児、青少年期における抗 HIV

療法（四本美保子、白阪琢磨編） 抗 HIV

治療ガイドライン 令和 2 年度厚生労働行

政推進調査事業費補助金エイズ対策政策研

究事業 抗HIV治療ガイドライン HIV感染

症及びその合併症の課題を克服する研究班
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東京 in press 

8. 吉野直人、田中瑞恵、岩動ちず子、伊藤由

子、大里和広、小山理恵、杉浦敦、喜多恒

和．HIV 感染児の診療に関する全国調査．

日本エイズ学会誌 in press 

 

論文 

1. 佐道俊幸、石橋理子、喜多恒和：特集/【必

携】専攻医と指導医のための産科診療到達

目標 病態・疾患編【合併症妊娠】血液疾

患：特発性血小板減少性紫斑病．周産期医

学 50：1435-1437，2020 

2. 喜多恒和、吉野直人、杉浦 敦、田中瑞恵、

山田里佳、定月みゆき、桃原祥人、大津 洋：

HIV 感染者の妊娠・出産・予後に関する疫

学的・コホート的調査研究と情報の普及啓

発法の開発ならびに診療体制の整備と均て

ん化に関する研究．令和元年度厚生労働行

政推進調査事業費補助金エイズ対策政策研

究事業の企画と評価に関する研究 総括研

究報告書 福武勝幸編 116-119,  2020 

3. 山田里佳、白野倫徳、谷口晴記、喜多恒和：

HIV 母体管理―分娩管理を含めて．小児内

科 52：96-100, 2020 
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資料 1 妊婦へのアンケート依頼文 
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資料 2 アンケート回答用紙 

 

  



18 

 

 

 

  



19 

 

資料 3  A3 折込型リーフレット「クイズでわかる性と感染症の新ジョーシキ」 
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資料 4 HP 閲覧数（2021 年 1 月－2 月） 
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表 1 妊娠初期妊婦に対するアンケート結果（定点施設） 
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表 2 妊娠初期妊婦に対するアンケート結果（奈良市内有床診療所） 

 


